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実施計画事業 

  



（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

補助対象を「５年以上居住その他使用実績がない空き家」
から「３年以上居住その他使用実績がない空き家」に変更
した。

特になし

【主な活動実績】
市民から通報のあった管理が行き届かない空き家について、現地調査、所有者特定を行い、所有者に対する適正管理の支援・指導をしている。通報件数は年々増加しており、
空き家管理支援の対象者への文書送付や空き家所有者・管理者向け相談会の開催案内（ダイレクトメール）へのチラシ同封、市ホームページ等により解体補助金の周知を行っ
ている。また令和６年からは、空家等対策協議会を設置し、市及び関係団体による密接な連携のもと、空き家対策の協議を行っている。
【総経費の内訳】
変動要因は、補助件数による補助額の増減及び令和６年からの空家等対策協議会の委員報酬費及び人件費の増である。

全国的に人口減少・高齢化が進む中、空き家は長期的には増加傾向にあり、管理が行き届かない空き家の通報は今後も続くものと考えられる。
空き家所有者による自主的な対応を後押しするものとして、空き家の解体補助金の交付や空き家管理者・所有者向け相談会等も実施し、空き家所有
者に対する管理支援・指導は、今後も着実かつ継続して実施していく。

千円

20,816総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 13,938

1.3

2,978

19,779

3,6113,530

千円

人

29,82328,794

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

会計 一般会計 款 24 項目番号 8

事務事業名 空き家等適正管理支援事業費 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 1 目 2 説明資料実施計画事業

空き家所有者に対して適正管理と自主解体を促すことで、管理不全空き家等の解消と跡地の利活用を促進し、良好な住環境の維持と住宅ストックの
適正化を図る。

中柱 都市基盤の整備 横須賀市空家等対策計画

小柱 横須賀市国土強靱化地域計画

空き家の除却数 15 24 19 軒

・市民等からの通報に基づく管理不全の空き家等の調査、所有者の特定
・空き家所有者に対する適正管理に関する情報提供・指導等
・空き家の解体補助制度の運用による空き家の解消

・通報のあった空き家等の現地調査、所有者特定、所有者に対する適正管理の支援・指導
・所有者による老朽危険空き家の解体工事に対する補助金交付（補助率1/2、上限35万円）
・所有者による旧耐震基準の空き家（３年以上利用実績のない住宅）解体工事に対する補助金交付（補助率1/2、上限15万円）
・空家等対策協議会の運営

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

旧耐震基準の空き家解体費用補助金の交付

空き家解体費用補助金の交付

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 2,850 3,750

3,558

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画
横須賀市立地適正化計画

補助金等 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

空家等対策の推進に関する特別措置法、横須賀市空き家等の適正管理に関する条例

国・県 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

3,600

3,081

14,135

1.3

6,408 7,549

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算

空き家の除却数 15 20 14 軒

空き家の除却数 10 9 10 軒

区 分

市の指導等により補助金を利用しないで除却された空き家

5,841

2,250

3,591 3,799

22,27422,386

2.2 2.2

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

3,220

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算
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旧耐震基準の空き家解体費用補助金の交付

主な活動の経費 空き家の除却数

5,841 6,681 6,408

13,938 14,135

22,386

19,779 20,816

28,794

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

特になし。
レンガドック活用イベントの開催が予定していた４回より、６
回に増えたのは、地元小中学校から授業の一環としての
依頼が増えたためである。

まちなみ景観課では、地元住民、住友重機械工業㈱及び市で組織された「レンガドック活用イベント実行委員会」の事務局を担い、「レンガドック
活用センター」を管理している。令和３年度にレンガドックが譲渡されたことで、地元住民等に産業遺産を周知するとともにまちづくりの機運を高
めること意識してイベントを開催した。令和６年度は、戦時中の浦賀を題材にした記録映画や、咸臨丸フェスティバルと同時開催、地元小中学校
の授業に協力するなど、地域に根差したイベントを６回開催した。
令和６年度もブックレットを発行したが、納期の都合により令和７年度予算から支出したため、令和６年度の発行部数は０部とした。

現在、横須賀市と住友重機械工業㈱で、住重浦賀工場跡地を含めた再整備に向けた取り組みを行っているが、再整備の方向性が決まるまで
は、レンガドック活用イベントを継続して開催し、レンガドック活用センターの維持管理を行う。

千円

12,182総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 10,960

1.3

0

12,014

00

千円

人

12,42112,092

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

会計 一般会計 款 36 項目番号 6

事務事業名 レンガドック関連資産等活用事業 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

・レンガドック等の産業遺産の実験的活用イベントを行い、将来の本格的な活用の可能性を探求する。
・浦賀地域の活性化や交流人口の増加を図り、横須賀の新しい魅力作りを目指す。

中柱 ルートミュージアムのさらなる強化

小柱 ②浦賀地区の活性化

開催回数 4 4 6 回

・レンガドック活用イベント実行委員会の活動により、地元市民、住重及び市の３者間における良好な関係を維持させる。
・浦賀工場跡地の新たな土地活用に向け、住重と情報共有を図る。

・レンガドック活用イベント（年４回）の開催
・地域の歴史や産業遺産に関連する工具などの資料収集、保管、調査、研究及び展示
・レンガドック活用センターの維持管理

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

レンガドック活用イベントの開催

ブックレット発行

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 838 1,250

112

未定

大柱 歴史や文化・スポーツを生かしたにぎわいの再興

分野別計画

補助金等 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市単 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

1,015

252

10,915

1.3

950 1,393

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算

部

発行部数 200 200 0 部

区 分
1,054

905

149 143

11,02811,142

1.3 1.3

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

0
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レンガドック活用イベントの開催

主な活動の経費 開催回数
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（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

45,352

16,96617,142

2.0 2.0

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

0

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

5,023

410

4,613

16,792

2.0

44,834 46,012

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算区 分
7,219

520

6,699 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 550 660

44,284

未定

大柱 地域で支え合う福祉のまちの再興

分野別計画
横須賀市立地適正化計画

直営 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市単 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

景観や自然環境に恵まれた谷戸地域の潜在的な魅力を引き出し、活用することで、個性豊かな地域コミュニティを創出し、世代間共生が可能なまちづ
くりを進める。

中柱 新しいつながりによるコミュニティの活性化 横須賀市空家等対策計画

小柱 ②谷戸の魅力を生かしたコミュニティづくり

ワークショップ等参加者数 392 525 454 人

すべての参加者に主体性をもって関わってもらうこと

01アーティスト村創出事業
02関東学院大学との地域交流活動事業
03谷戸地域コミュニティ再生提案事業
04学生居住支援事業
05田浦月見台活用事業

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

地域住民を対象に行ったコミュニティ活動

会計 一般会計 款 36 項目番号 7

事務事業名 谷戸地域再生推進事業費 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

千円

21,815総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,862

2.0

0

24,081

00

千円

人

62,97861,976

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

令和５年度からは、ワークショップの対象者を、田浦地域
のみから市内全域（市外も可）に広げて実施することによ
り、参加人数が増加した。

令和６年度は、令和５年度と比べて、ワークショップの開催
回数は増加したが、参加人数が減少した。

【主な活動実績】
アーティスト村創出事業で実施している地域コミュニティ活性化のためのワークショップの参加者数は、順調に推移していると考える。
本ワークショップのみではなく、コミュニティセンター等でのワークショップや地域の小中学校の総合学習を請け負うなど、地元に根差した活動を展開していると
考える。
【総経費の内訳　事業費の主な増額理由】
令和６年度は、田浦月見台住宅のリノベーション工事開始に伴う負担金（４千万円）の支出により事業費が増額している。その他の経費は、ほぼ同額で推移し
ている。

ワークショップ等の地域交流活動を引き続き実施することにより地域住民に様々なアートに触れる機会と地域住民同士が触れ合う機会を提供する。令和５年度からは、ワーク
ショップ等の対象者を、田浦地域から市内外に広げて実施することにより、市内のコミュニティ活性化や市外へアーティスト村（HIRAKU）をアピールすることにより、市の魅力を発
信する機会の創出に努めている。今後も地域コミュニティの再生に取り組み、谷戸に関わる人々に対して世代間共生が可能なまちづくりを進め、谷戸地域のコミュニティ活性化
を図るため事業を展開していく。
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（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

特になし 特になし

子育てファミリー等応援住宅バンクの物件登録件数の増減が、交付件数の増減と比例する傾向がある。
過去３年間の推移は、令和４年度（物件登録51件、交付件数16件）、令和５年度（物件登録39件、交付件数８件）、令和６年度（物件登録90件、
交付件数13件）、となっており、令和６年度は物件登録数が多かった結果、交付件数に結びついた。

本補助金は１件の実績に対して、必ず１軒の空き家の解消と２人以上の市内定住が担保される事業であり、10年間（平成27年度～令和６年度）で164軒の空き家を解消し、562
人の子育てファミリーの市内定住につながっている。高度経済成長期に開発された本市内の戸建て住宅団地では、開発当時に入居した世代が後期高齢者となっており、今後
も空き家の発生は継続することが見込まれる。空家等対策計画に基づく空き家の利活用の面においても、立地適正化計画に基づく居住誘導においても、本事業を定着させ実
施していく必要がある。

千円

5,781総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,954

0.1

1,111

8,998

1,2351,337

千円

人

14,0837,794

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

会計 一般会計 款 38 項目番号 11(1)

事務事業名 住まい活用促進事業（子育てファミリー等応援住宅バンク） 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

戸建て住宅団地の良質な住宅ストックの流通促進による、空き家の解消と子育て世代の定住促進

中柱 都市基盤の整備 横須賀市空家等対策計画

小柱

補助金交付件数 16 8 13 件

・居住誘導区域内の中古住宅の流通促進
・不動産事業者への制度周知・定着

指定の戸建て住宅団地にある市場流通している中古住宅のうち、不動産事業者が市の「子育てファミリー等応援住宅バンク」に登録した物件を、子育て世代
（※）が購入して居住した場合に物件購入費用、リフォーム・解体費用の一部（上限50万円）を補助金として交付する。補助金利用者には別途、住宅金融支援
機構による住宅ローン「フラット３５」の金利引き下げ措置あり（市と住宅金融支援機構の協定に基づく）。
※子育て世代＝中学校３年生までの子どもがいる世帯か申請年度の４月１日時点で夫婦ともに50 歳未満の世帯（市内の持ち家居住者は対象外）

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

子育てファミリー等応援住宅バンク補助金

子育てファミリー等応援住宅バンク補助金

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 5,600 12,000

0

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画
横須賀市立地適正化計画

補助金等 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

空家等対策の推進に関する特別措置法、横須賀市空き家等の適正管理に関する条例

国・県 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

3,737

0

2,044

0.1

5,600 12,000

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算

市内定住人数 58 29 43 人

区 分
7,044

7,044

0 0

2,0832,194

0.1 0.1

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

1,204

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

3,737

7,044

3,737

5,600

16

8

13

0
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4

6
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16

18

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算

単
位

[件
]

単
位

[千
円

]

子育てファミリー等応援住宅バンク補助金

主な活動の経費 補助金交付件数

7,044

3,737

5,600

1,954

2,044

2,194

8,998

5,781

7,794

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

特になし

令和５年度までは親世帯と同居のため、リフォームを行う場合
に補助の対象としていたが、令和６年４月より補助対象に「近
居」を追加した（市内に居住する親世帯との近居を目的とし
て、自己の居住の用に供するため市内に中古戸建を購入し、
リフォームを行う場合）。

【主な活動実績】
広報よこすかへの記事掲載、夏の帰省の時期に合わせた広報掲示板への２週間掲示、ＳＮＳによる情報発信、市関連施設へのチラシの配架、
関係事業者へのチラシ・ポスターの配付等により周知を行った。
【総経費の内訳】
変動要因は、補助件数による補助額の増減であり、補助金以外の事務人件費はほぼ平準している。

多世代同居の推進による相続空き家化の抑止（住宅が無人化する時期の先延ばし）と、空き家になった際に老朽危険家屋になることを防止する住宅改修を図る事業であり、本
補助金１件の実績に対して必ず２名以上の市外からの転入が担保される。市内の老年人口の増加に伴い、近い将来には多くの住宅が一斉に無人化し空き家となる可能性が
高い。令和６年度からは補助対象に「近居」を追加したが、親世帯の住居を近くで見守ることで、空き家を未然に防ぐ効果があるかについて、検証を行っていきたい。

千円

3,160総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,677

0.1

834

2,577

9261,003

千円

人

4,7743,033

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

会計 一般会計 款 38 項目番号 11(2)

事務事業名 住まい活用促進事業（２世帯住宅リフォーム等助成） 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

人口減少や高齢化の進展に伴う多世代同居の推進による相続空き家の発生防止

中柱 都市基盤の整備 横須賀市空家等対策計画

小柱

補助金交付件数 3 5 4 件

・戸建て住宅に住む親世代の多世代同居の促進
・同居に伴う住宅改修による住宅の良質化

市内の戸建て住宅に居住する親世代が、市外から転入する子供世帯を同居または、近居（市内に居住する親世帯との近居を目的として、自己の居住
の用に供するため市内に中古戸建を購入し、リフォームを行う場合）する際に必要となる、当該住宅のリフォーム費用の1/2、最大30万円の補助金を
交付する

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

２世帯住宅リフォーム等補助金

２世帯住宅リフォーム等補助金

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 1,173 3,000

0

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画
横須賀市立地適正化計画

補助金等 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

空家等対策の推進に関する特別措置法、横須賀市空き家等の適正管理に関する条例

国・県 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

1,417

0

1,743

0.1

1,173 3,000

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算

市内定住人数 8 13 10 人

区 分
900

900

0 0

1,7741,860

0.1 0.1

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

903

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

1,417

900

1,417
1,173

3
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単
位
[件
]

単
位
[千
円
]

２世帯住宅リフォーム等補助金

主な活動の経費 補助金交付件数

900
1,417

1,173

1,677

1,743
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

「空き家所有者・管理者向け相談会」自体に変更点はないが、令和５年度は
相談会と同時開催として、空き家になるのを防ぐために自宅や実家を片付け
たいと考えている方を対象に一般社団法人実家片づけ整理協会のアドバイ
ザーによる「自宅と実家の片づけ相談会」を実施した（２回開催。国土交通省
空き家対策モデル事業）。

令和５年度まで、相談員は無償で相談会に参加していた
が、令和６年度からは１回につき１万円の報償金を支払う
こととした。

相談件数については、相談会回数と会場のキャパシティ、関係団体より派遣いただく相談員数を考慮すると、年間30組前後が上限となり、概ね
想定通りの利用状況となっている。また、令和５年度までは、相談員が無償で相談会に参加していたが、令和６年度からは他の相談会に合わ
せて、１回につき１万円の報償金を支払うこととした。

議員立法により制定された空家特措法と横須賀市空き家等の適正管理に関する条例があり、社会課題としての空き家問題がなくなる見込みは
ない以上、市として更なる空き家対策を実施していく必要がある。本事業の歳出は令和６年度からの報償金を加えても40万円（１回あたり13万
円強）程度で、相談会に参加した空き家所有者の満足度も高いことから考えても、継続実施することが妥当と考える。

千円

2,141総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 2,056

0.2

370

2,131

594642

千円

人

2,8072,749

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

会計 一般会計 款 38 項目番号 11(3)

事務事業名 住まい活用促進事業（空き家所有者・管理者向け相談会経費） 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

空き家所有者による空き家の利活用や解消の促進

中柱 都市基盤の整備

小柱

相談件数 16 20 27 件

・市場流通性が高いにも関わらず市場に出ていない空き家の掘り起こし
・空き家所有者が、専門家の知見に基づくアドバイスを受ける機会の創出

・市場流通性が高いにも関わらず市場に出ていない空き家の掘り起こし
・空き家所有者が、専門家の知見に基づくアドバイスを受ける機会の創出

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

空き家所有者・管理者向け相談会

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 393 516

0

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画
横須賀市空家等対策計画

直営 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

空家等対策の推進に関する特別措置法、横須賀市空き家等の適正管理に関する条例

国・県 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

66

0

2,075

0.2

393 516

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算区 分
75

75

0 0

2,2912,356

0.2 0.2

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

396

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算
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空き家所有者・管理者向け相談会

主な活動の経費 相談件数
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

1,9892,088

0.1 0.1

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

382

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

57

57

1,222

0.1

105 115

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算区 分
77

77

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 105 115

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画
横須賀市空家等対策計画

直営 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

空家等対策の推進に関する特別措置法、横須賀市空き家等の適正管理に関する条例

市単 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

住まい活用促進事業の事務遂行のため

中柱 都市基盤の整備

小柱

事務費（消耗品費等） 77 57 105 千円

特になし

特になし

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

事務費（消耗品費等）

会計 一般会計 款 38 項目番号 11(4)

事務事業名 住まい活用促進事業（事務費） 所管部課名
都市部

まちなみ景観課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

千円

1,279総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 2,055

0.2

369

2,132

1,1411,231

千円

人

2,1042,193

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

「事務費（消耗品費等）」自体に変更点はないが、令和５年
度は特定空家等の略式代執行の業務があったため、当事
業の正規職員の人工を変更している。

正規職員、会計年度任用職員の人工の変更は無いが、会
計年度任用職員がパートタイムからフルタイムに職種変更
したことにより、人件費が増加した。

特に無し（内部経費のみ）

特に無し（内部経費のみ）
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（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

0

1,6971,714

0.2 0.2

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

0

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

3,000

3,000

0

1,679

0.2

3,000 3,000

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算区 分
2,000

2,000

0 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 3,000 3,000

0

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画

補助金等 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市単 受益者負担 あり 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

車いすや高齢者をはじめ、誰もが安全に利用できるノンステップバスの導入を促進し、公共交通のバリアフリー化を図る。

中柱 都市基盤の整備

小柱

補助台数 2 3 3 台

市内のバス路線を運行するすべての営業所において、ノンステップバス導入率を令和７年度末までに80％とする。

市内を走行するバス路線を有する事業者に対し、ノンステップバス購入費の一部を補助する。

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

ノンステップバス導入補助

会計 一般会計 款 38 項目番号 12

事務事業名 ノンステップバス導入補助事業費 所管部課名
都市部

都市計画課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

千円

4,679総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,686

0.2

0

3,686

00

千円

人

4,6974,714

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

補助台数は３台に増加した。 特になし。

令和５年度は、補助台数が前年度の２台から３台に増加したことに伴い、事業費が増加した。

国土交通省は、令和３年４月に移動等円滑化の促進に関する基本方針を改正し、令和７年度末におけるノンステップバス導入率の目標を70％
から80％に引き上げた。これに基づき、市内のバス路線を運行するすべての営業所において、ノンステップバス導入率が80％となるように、令
和７年度も本事業を継続する。
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（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

0

1,6971,714

0.2 0.2

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

0

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

2,250

2,250

0

1,679

0.2

2,250 2,250

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算区 分
900

900

0 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 2,250 2,250

0

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画

補助金等 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市単 受益者負担 あり 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

車いすや高齢者をはじめ、誰もが安全に利用できるユニバーサルデザインタクシーの導入を促進し、公共交通のバリアフリー化を図る。

中柱 都市基盤の整備

小柱

補助台数 6 15 15 台

市内を運行するタクシーにおいて、ユニバーサルデザインタクシー導入率を令和７年度末までに25％とする。

市内に営業所があり、市内を営業区域としているタクシー事業者に対し、ユニバーサルデザインタクシー購入費の一部を補助する。

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

ユニバーサルデザインタクシー導入補助

会計 一般会計 款 40 項目番号 15

事務事業名 ユニバーサルデザインタクシー導入補助事業費 所管部課名
都市部

都市計画課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

千円

3,929総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,686

0.2

0

2,586

00

千円

人

3,9473,964

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

補助台数は６台から15台に増加した。 特になし。

令和５年度は、補助台数が前年度の６台から15台に増加したことに伴い、事業費が増加した。

国土交通省は、令和３年４月に移動等円滑化の促進に関する基本方針を改正し、令和７年度末におけるユニバーサルデザインタクシー導入率
の目標を10％から25％に引き上げた。これに基づき、市内を運行するタクシーのユニバーサルデザインタクシー導入率が25％となるように、令
和７年度も本事業を継続する。
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（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

アンケート内容に変更は生じていないが、対象者を市職員
から市民へ変更している。

令和６年度は事業を実施していない。

令和４年度は追浜駅周辺と横須賀駅中央駅周辺の現況のＶＲ作成を行い、令和５年度は追浜駅周辺の将来形のＶＲ作成を行った。
令和５年度は令和４年度と比べて内容及び範囲が減少したため、減額となっている。
令和６年度は事業を実施していないため、減額となっている。

まちづくり事業での活用と並行して、防災などの活用に向けた調整を関係各課と図りながら、事業の実現に向けて努めていく。

千円

9,819総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,216

0.5

10,532 千円

人

00

 再任用職員（短時間を含む） 人

会計 一般会計 款 - 項目番号 -

事務事業名 ３Ｄ都市モデル活用事業 所管部課名
都市部

都市計画課

9 項 5 目 1 説明資料実施計画事業

まちづくりの関係者間で将来形を含むまちの在り方を共有することにより、合意形成の効率化・迅速化を図る。

中柱 都市基盤の整備

小柱 ⑥VR技術を活用した3Dマップによるまちづくりの検討

市民へＶR動画の公開 100 88 0 ％

まちづくり事業を検討する際で必要となるVRツールの整備・拡張を行い、合意形成で使用できるようにする。

令和２年度に作成した３D都市モデルをVRに変換する。その中で、市街地再開発事業や道路の拡幅等、大きな動きのあるエリアに絞って詳細な作り込みを行
う。詳細な作り込みとは、デッキ、アーケードなどの景観系統に必要なデータを作成し、個別の建物の消去、建物ボリュームの追加を簡易操作で加工すること
ができ、将来の街並みを簡易に検討できるようにするものである。
当該VRツールを用い、データに基づいた都市計画や都市開発の検討や地域住民を含む関係者とのコミュニケーションツールとして運用する。

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

合意形成の効率化・迅速化を図れると思うか（アンケート実施）

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 0 0

0

令和５年度 （サンセット）

大柱 経済・産業の再興

分野別計画

部分委託 財源構成
法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

なし

国・県 受益者負担 なし 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

5,621

0

4,198

0.5

0 0

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算区 分
6,316

6,316

0 0

00

0.0 0.0

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名
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（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

Ｒ４年度：八幡ハイム（Ｅ棟）２年目、明浜改良アパート１年目、
久里浜ハイム（Ａ棟）１年目
Ｒ５年度：明浜改良アパート２年目、久里浜ハイム（Ａ棟）２年
目、久里浜改良アパート（Ａ-C棟）１年目

Ｒ５年度：明浜改良アパート２年目、久里浜ハイム（Ａ棟）２年
目、久里浜改良アパート（Ａ-C棟）１年目
Ｒ６年度：久里浜改良アパート（Ａ-C棟）2年目、久里浜改良ア
パート（D-F棟）1年目、久里浜ハイム（B棟）１年目

年度ごとに行う工事個所や内容が異なるため経費にバラつきがあるが、施設の老朽化の進行及び工事費の高騰により、長期的にみると経費
は増大している。

公営住宅等長寿命化計画に基づき、経費の標準化を図るとともに、計画的な改修等により、施設の長寿命化を図る。

千円

318,727総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 29,509

3.5

256,393 千円

人

323,304308,859

 再任用職員（短時間を含む） 人

会計 一般会計 款 43 項目番号 2(3)

事務事業名 市営住宅改修事業 所管部課名
都市部

市営住宅課

9 項 6 目 1 説明資料実施計画事業

市営住宅の長寿命化を図る。

中柱 都市基盤の整備

小柱

外壁等改修実施戸数 94 128 120 戸

市営住宅の老朽化等により必要となる屋上防水改修工事などの大規模修繕を実施する。

外壁塗装工事や屋上防水改修工事のほか、老朽化が進んだ市営住宅の改修等を実施する。

※久里浜改良アパート及び久里浜ハイム外壁等改修事業、八幡ハイムエレベーター改修工事ほか。

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

外壁塗装・屋上防水工事

耐震診断調査及び耐震改修工事等

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 194,469 199,619

88,677

未定

大柱 経済・産業の再興

分野別計画
横須賀市市営住宅長寿命化計画

部分委託 財源構成
施設の維持管理に係る業務

公営住宅法、市営住宅条例

国・県 受益者負担 あり 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

205,479

83,862

29,386

3.5

283,146 297,855

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算

解体・改修事業 7,148 76,184 80,081 千円

耐震改修事業 45,424 7,678 8,596 千円

区 分

上記を除く解体改修工事等

226,884

174,312

52,572 98,236

25,44925,713

3.0 3.0

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

289,341

174,312

205,479

194,469

94
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令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算

単
位
[戸
]

単
位
[千
円
]

外壁塗装・屋上防水工事

主な活動の経費 外壁等改修実施戸数

226,884

289,341 283,146

29,509

29,386 25,713256,393

318,727 308,859
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令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算

経
費
［
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］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）本事務事業における主な活動の実績

①

②
③

（３）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（４）年度ごとの推移（【主な活動の実績（※上記(２)①）】と【総経費の内訳】）

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R4年度⇒R5年度

主な活動に係る変更点
（※上記(2)①）
R5年度⇒R6年度

年度ごとの推移の分析
（【主な活動実績】と
【総経費の内訳】の増

減理由等）

今後の事業
の方向性

R４年度：更新住宅B、D棟の新築工事
R５年度：既存Ａ、Ｄ棟解体

R５年度：既存Ａ、Ｄ棟解体
R６年度：更新住宅A２棟の新築工事

活動実績は「主な活動に係る変更点」の通り。
経費の増減は工事計画に基づく、毎年度の活動内容の違いによる。

令和７年度に最後の棟の建設が完了し、事業終了。

千円

433,953総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,431

1.0

1,823,417 千円

人

480,578480,666

 再任用職員（短時間を含む） 人

会計 一般会計 款 45 項目番号 1(1)

事務事業名 本公郷改良アパート建替事業 所管部課名
都市部

市営住宅課

9 項 6 目 2 説明資料実施計画事業

市営住宅の長寿命化を図る。

中柱 都市基盤の整備

小柱

更新住宅等整備 1,782,791 392,196 472,095 千円

耐震強度不足で老朽化した本公郷改良アパートの建替えを行い、安全安心に生活できる快適な住まいの提供と、誰もが暮らしやすい住環境の形成及
び長期間の維持管理に配慮した住宅を整備する。

①更新住宅等整備（新築・解体工事）
②入居者の移転支援業務

活動（指標）名 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

更新住宅等整備

移転支援業務

 その他の活動経費（※上記(２)①以外の経費）
 主な活動の経費（※上記(２)①） 472,095 472,095

0

R7.6

大柱 経済・産業の再興

分野別計画

全部委託 財源構成
法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

住宅地区改良法、市営住宅条例

国・県 受益者負担 あり 事業終了の見込

令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位

392,196

33,361

8,396

1.0

472,095 472,095

主な活動又は活動効果(目標を達成するために行った重要な項目１つ)

千円

令和４年度決算

移転支援業務 32,195 33,361 0 千円

区 分
1,814,986

1,782,791

32,195 0

8,4838,571

1.0 1.0

令和７年度 事務事業等の総点検

実施分類
分類

千円

単位
千円
千円

その他の活動実績

根拠法令

具体的な
事業内容

目標達成に
必要なこと

目標

実施計画

活動（指標）名

令和５年度決算 令和６年度決算 令和６年度予算

425,557

1,782,791

392,196 472,095

1,782,791

392,196
472,095
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単
位
[千
円
]

単
位
[千
円
]

更新住宅等整備

主な活動の経費 更新住宅等整備

1,814,986

425,557 472,095

8,431

8,396 8,571

1,823,417

433,953 480,666
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費


